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現状と課題 

地質・地盤リスクに関する事例分析 

 

○事例収集について 

 地質・地盤リスクが発現した事例およびリスクを回避、低減した事例について公表され

たものについて収集整理を行った。 

 これらのうち日経コンストラクションは記事として取り上げられたものであり、問題が

表面化した事例に限られている。一方、地質リスクマネジメント事例研究発表会（地質リ

スク学会）および各地方整備局・開発局の技術研究発表会で発表されたものは、リスクが

発現した事例が双方とも全体の 17%、リスクを回避した事例が 37%となっており、リス

クが発現したが低減できた事例が 19％と 31％となっている。 

 

表-1 収集資料一覧表 

資 料 名 
事例数 

備 考 
採用数  収集数 

日経コンストラクション 81 86 過去 10 年分を目途に収集 

地質リスクマネジメント事例研究発
表会講演集（地質リスク学会） 

107 139 H22～H29 年度分を収集 

地方整備局・開発局技術研究発表会 89 89 
各地方整備局・開発局でインターネ
ット上に公表している資料を収集 

 

・事業分野および構造物の種別について 

 道路の事例が他の分野の 10 倍近いが、事業数の多さを反映したものである。道路分

野においては、トンネル、切土・自然斜面、盛土、橋梁などの構造物や、周辺環境とい

った多様な事例が含まれている点が特徴である。 

 リスクが発現したもののうち、構造物の中で事例の多いトンネルでは１／３が突発湧

水や切羽崩壊などの事前の調査が容易でないものとなっているほか、自然由来重金属や

酸性水など環境に関するリスクが 1 割程度含まれている。切土、自然斜面に関するもの

の多くは、地すべり、流れ盤の崩壊などの斜面の不安定化に関するものである。盛土で

は沈下に関するものが多い。 

 

・リスクが発現（回避）した事業段階について 

 発現と回避が混在しているため事例の比率自体に意味があるかどうかの判断

は難しい。 

 あえて傾向としてとらえるならば、現状では地質・地盤に関するリスクを取り

扱う場面として、調査・設計の段階を合わせたものよりも施工段階が多く、維持

管理も調査や設計と同じ程度で、計画段階の事例は最も少ない。 

資料－５．１ 
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事業分野 構造物種別 

日経コンストラクション N=81 

事業分野 構造物種別 

地質リスクマネジメント事例研究発表会講演集（地質リスク学会） N=107 

事業分野 構造物種別 

地方整備局・開発局技術研究発表会 N=89 

図-1 リスク発現（回避）事例の収集事例の事業分野および構造物種別 
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日経コンストラクション N=81 

 

地質リスク学会 N=107 

 

地方整備局 N=89  

図-2 リスク発現（回避）事例の事業段階 

 

  



22 
 

○事業の流れとリスク発現時期 

 地質リスク学会の講演論文集の事例（107 事例中 87 事例）を対象に、事業の流れとリ

スク発現の経緯や時期について整理した。 

 

・リスクが発現した事例における要因の整理 

 整理にあたっては、まず地質リスク学会の３つの事例分類（A 型：地質リスクを回避し

た事例，Ｂ型：地質リスクが発現した事例，C 型：発現した地質リスクを最小限に回避し

た事例）のうち、リスクが発現した事例（B 型（47 事例）、C 型（28 事例））におけるリ

スクの要因を、表-2 に示す区分で類型化しその傾向について整理した。 

 

表-2 リスク発現の要因 

文献※による区分 本事例分析による区分 

予測の難しい地質（事象） 

発生場の予測が困難な事象（局所的な地盤脆弱部

等） 

発生時期の予測が困難な事象（地山劣化、落石、

異常気象等） 

不均質性・不規則性が著しい地質 不均質性・不規則性が著しい地質 

地質学的解釈・工学的判断の誤り 

地形に関するリスクの見逃し 

地質構造・地質特性に関するリスクの見逃し 

地盤物性の調査不足や評価不足 

地形に関するリスクの見誤り 

地質構造に関するリスクの見誤り 

リスク発現兆候（事象）の見誤り 

地質調査の質・量の不足 

地質調査未実施 

調査計画の不適合 

地形図の精度不足 

地質に対する土木事業者・土木技

術者等の知識不足 

地盤条件に不適な設計 

不適切な施工の実施 

リスクコミュケーション不足 情報共有・伝達の不備 

用地、コスト、施工上の制約等 コスト優先（災害復旧） 

事業遂行上の問題 事業スケジュールを優先（調査不十分） 

※トンネルライブラリー第18号 より良い山岳トンネルの事前調査・事前設計に向けて 

（公社）土木学会H19 

 

 図-3 をみると、発生場の予測が困難な事象（B 型 15%，Ｃ型 18%）、不均質性・不規

則性が著しい地質（Ｃ型 11%）といった要因に比べ、地形に関するリスクや地質構造・地

質特性に関するリスクの見逃しや見誤り（B 型 38%，Ｃ型 43%）が最も多い 。また、地

質調査未実施や調査計画の不適合など（B 型 32％，Ｃ型 18%）や、知識不足や情報共有

の不足（B 型 13%，C 型 8%）が要因となっているものも比率が高い。 
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図-3 B 型および C 型におけるリスク発現の主な要因 

（1 事例につき複数該当する場合は重複して抽出） 

 

  

発生場の予測が困難な事象（局所

的な地盤脆弱部等）, 2, 4%

発生時期の予測が困難な事象

（地山劣化、落石、異常気象

等）, 5, 11%

地形に関するリス

クの見逃し, 7, 15%

地質構造・地質特

性に関するリスク

の見逃し, 6, 13%

地形に関するリス

クの見誤り, 2, 4%地質構造に関する

リスクの見誤り, 1, 
2%

リスク発現兆候

（事象）の見誤り, 
2, 4%

地質調査未実施, 
6, 13%

調査計画の不適

合, 6, 13%

地形図の精度不足, 
3, 6%

不適切な施工の実施, 
2, 4%

情報共有・伝達の不備, 
4, 9%

コスト優先（災害

復旧）, 1, 2%

B型 (n=47)

発生時期の予測が困難な事

象（地山劣化、落石、異常気

象等）, 5, 18%

不均質性・不規則

性が著しい地質, 
3, 11%

地形に関するリス

クの見逃し, 4, 14%

地質構造・地質特性に

関するリスクの見逃し, 
4, 14%

地盤物性の調査不足

や評価不足, 1, 4%

地形に関するリス

クの見誤り, 1, 4%

地質構造に関する

リスクの見誤り, 2, 
7%

地質調査未実施, 
1, 4%

調査計画の不適合, 
4, 14%

地盤条件に不適な設計, 
1, 4%

情報共有・伝達の不備, 1, 4%
事業スケジュールを優先（調

査不十分）, 1, 4%

C型 (n=28)
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・事業の流れの中でのリスクの発現や対応時期の整理 

 上記と地質リスクを回避した事例（40 事例）を合わせ各事例の記述内容を基に、リス

クの発現（認知）や対応と事業の段階との関係を 9 パターンに類型化した（表－3）。 

 

表-3 リスク発現時期と対応の類型 

A 型 地質リスクを回避した事例 

A-1 
計画段階 でリスクを認知し、リスク措置を適切に行い、リスクを回避したパタ

ーン 

A-2 
調査設計段階 でリスクを認知し、リスク措置を適切に行い、リスクを回避した

パターン 

A-3 
施工段階 でリスクを認知し、リスク措置を適切に行い、リスクを回避したパタ

ーン 

B 型 地質リスクが発現した事例 

B-1 
事前にリスクが認知されないまま、リスクが発現したパター

ン 
リスクの見逃し 

B-2 
調査を実施していたものの、適切にリスクが認知されず、リ

スクが発現したパターン 

B-3 リスクの認知・措置がなされたがリスクが発現したパターン 

リスクの見誤り 
B-4 

リスク発現の兆候が表れ、リスク措置を実施したが、リスク

が発現したパターン 

C 型 発現した地質リスクを最小限に回避した事例 

C-1 
リスクを認知していたものの、リスク発現の兆候が表れ、措置を適切に行い、リ

スクを回避したパターン 

C-2 
リスクの認知はなされていなかったが、リスク発現の兆候に対し、リスク措置を

適切に行い、リスクを回避したパターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 リスク発現時期と対応の類型（模式図） 

 

 

リスクの認知

リスクの発現

リスク発現の兆候

リスクへの対応

調査（リスク見逃し）

リスクが認知されている期間

リスクが認知されていない期間

凡例

事例数 計画段階 調査設計段階 施工段階 維持管理段階

A-１ 1

A-2 37

A-3 2

C-1 7

C-2 14

B-1 9

B-2 5

B-3 4

B-4 8

C型

B型

A型

リスク発現時期
と対応の類型
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表-4 各パターンの代表事例一覧 
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【B 型におけるリスクの認知・発現段階と要因について】 

 図-5 では、B 型におけるリスク発現時期と対応の類型ごとの要因を示した。 

 B-1（施工や維持管理段階までリスクが認知されなかった）では、地形、地質構造に関

するリスクの見逃しが 36%、地質調査の未実施などが 36%、発生時期の予測が困難な事

象が 18%となっている一方、不適切な施工や情報伝達の問題が 12%を占める。 

 B-2（調査が行われたにもかかわらずリスクが発現した）では、地形・地質構造に関す

るリスクの見逃し・見誤りが半数を占めるが、調査計画の不適合などは 26%、発生場の予

測が困難な事象は 25%となっている。 

 B-3（リスクの認知・対応が行われたにもかかわらずリスクが発現した）では、調査計

画の不適合、情報共有の不備等が 8 割以上を占める。 

 B-4（リスクの兆候が表れ対応を行ったがリスクが発現した）では、地形・地質構造に

関するリスクの見逃し・見誤りが半数、情報伝達の不備、調査計画の不適合が 4 割となっ

ている。 

 

 

発生時期の予測が困難な

事象（地山劣化、落石、異

常気象等）, 3, 18%

地形に関するリス

クの見逃し, 3, 18%

地質構造・地質特

性に関するリスク

の見逃し, 3, 18%

地質調査未実施, 
4, 24%

地形図の精度不

足, 2, 12%

不適切な施工の

実施, 1, 6%

情報共有・伝達の

不備, 1, 6%

B－1 (n=17)

発生場の予測が困難な事

象（局所的な地盤脆弱部

等）, 2, 25%

地形に関するリス

クの見逃し, 1, 13%

地質構造・地質特性に

関するリスクの見逃し, 
1, 13%

地形に関するリスクの

見誤り, 2, 25%

調査計画の不適合, 
1, 13%

地形図の精度不

足, 1, 13%

B－2 (n=8)

発生時期の予測が困難な事象（地

山劣化、落石、異常気象等）, 1, 14%

調査計画の不適

合, 3, 43%不適切な施工の

実施, 1, 14%

情報共有・伝達の

不備, 2, 29%

B－3 (n=7)
発生時期の予測が困難な

事象（地山劣化、落石、異

常気象等）, 1, 7%

地形に関するリス

クの見逃し, 3, 20%

地質構造・地質特

性に関するリスク

の見逃し, 2, 13%

地質構造に関するリスク

の見誤り, 1, 7%
リスク発現兆候（事象）

の見誤り, 2, 13%

地質調査未実施, 2, 
13%

調査計画の不適合, 
2, 13%

情報共有・伝達の

不備, 1, 7%

コスト優先（災害復

旧）, 1, 7%

B－4 (n=15)

図-5 リスクが発現した事例（B 型）の各パターンにおけるリスク発現の主な要因 
（1 事例につき複数該当する場合は重複して抽出） 

(a) (b) 

(c) (d) 
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【C 型の各パターンにおける要因について】 

 図-6 では、C 型におけるパターンごとの要因を示した。 

 C-1（リスクを見誤っていたパターン）では、調査計画の不適合や事業スケジュール

の優先による調査不十分が 4 割弱と最も多く、予測が難しい事象や不均質性・不規則性

が著しい地質が 3 割弱、地形・地質に関するリスクの見逃しと見誤りが 26％となって

いる。 

 C-2（リスクが見逃されたパターン）では、地形・地質に関するリスクの見逃しが半

数を占める一方、調査計画の不適合や情報伝達の不備に関するものが 1/4、発生時期の

予測が困難な事象が 1/4 となっている。 

 

【リスクが発現した事例（B 型および C 型）における要因の特徴】 

 リスクを見逃したパターン（B-1，B-2）では、地形・地質に関するリスクの見逃し

や見誤りが要因として支配的となっている が、調査や情報伝達の不備も大きな要因とな

っている 。リスクの兆候が表れた B-4 や C-2 のパターンでも、同様の傾向が見られ

る。 

 リ スク対応がなされたにも関わらす問題が生じたパターン（B-3）では、調査や情報

伝達の不備だけで全体の 86%を占めている 。C-1 のパターンでもこの比率は 4 割近

い。 

 これらのほか、発生の予測が困難な事象や地質の不均質・不規則性が著しいことが要

因となっている事例も多く見られる 。 

 

【リスクの回避につながった事例（A 型および C 型）】 

 A-1 のケースは、1 事例のみであるが、計画段階からリスクアセスメントの実施に

より道路ルート選定をした事例である。 

 A-2 のケースでは、リスク事象に適した調査を実施し、調査設計段階で調査精度を

発生時期の予測が困難な事

象（地山劣化、落石、異常気

象等）, 1, 13%

不均質性・不規則

性が著しい地質, 
2, 25%

地形に関するリス

クの見逃し, 1, 13%
地質構造に関する

リスクの見誤り, 1, 
13%

調査計画の不適

合, 2, 25%

事業スケジュール

を優先（調査不十

分）, 1, 13%

C－1 (n=8)

発生時期の予測が困難な

事象（地山劣化、落石、異

常気象等）, 4, 20%

不均質性・不規則性

が著しい地質, 1, 5%

地形に関する

リスクの見逃

し, 3, 15%

地質構造・地質特性

に関するリスクの見逃

し, 4, 20%

地盤物性の調査

不足や評価不足, 
1, 5%

地形に関するリス

クの見誤り, 1, 5%

地質構造に関す

るリスクの見誤…

地質調査未実施, 
1, 5%

調査計画の不適

合, 2, 10%

地盤条件に不適な

設計, 1, 5%

情報共有・伝達の

不備, 1, 5%

C－2 (n=20)

図-6 発現したリスクを最小限に回避した事例（C 型）の各パターンにおける 
リスク発現の主な要因（1 事例につき複数該当する場合は重複して抽出） 

(a) (b) 
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向上し、リスクを回避 した事例が多い。また、マネジメント的手法の適用 （CM によ

る施工管理と地質技術者の参画、調査～施工までの対応計画の策定等）を実施した事例

もみられる。A-3 のケースでは、施工段階で残存したリスクを認知し、追加調査を実

施してリスク回避 している。 

 C-1、C-2 のケースでは、施工段階においてリスクの発現兆候に対し適切に追加調

査を実施し、リスクを回避 した事例が多い。 

 

 

 

○リスク発現（回避）事例のまとめ 

【リスクが発現した事例】 

 地形・地質に関するリスクの見逃しや見誤り 、調査や情報伝達の不備といった要因に

ついて改善することが重要 となるが、一方で 発生の予測が困難な事象や地質の不均質・

不規則性が著しいという要因をどう扱うかについても考慮が必要となる と思われる。 

 

【リスク回避につながった事例】 

 リスクの存在や発現兆候を適切にとらえられる調査の追加により、リスクへの対応

がはかられたものが多いという点 が共通しており、マネジメント的手法の適用や、施

工中の観測や管理に配慮したことも効果があった ことがわかる。 

 

 ただし、今回の事例ではリスクの認知と対応という観点での整理であり、リスクアセ

スメント手法以外の要素については検討できていない。例えば、リスクがあるという前

1
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A－1 A－2 A－3 C－1 C－2

リスク対応パターン

マネジメント的手法の適用 リスク事象に適した調査の実施

追加調査の実施 リスク事象に関する情報共有

施工時の動態観測 試験施工の実施

管理施工の実施 対策工・付帯工事の実施

図-7 リスクを回避した事例（A 型、C 型）におけるリスク措置の内容 
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提で悲観的な設計をするといったリスクへの対応等の効果については、ケーススタディ

ーを行うなど別途検討が必要と思われる。 
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現状と課題 

地質・地盤リスクマネジメントに関する事例分析 

 

〇リスク発現事例と指針・基準類の記載から推測される課題 

 

各事業分野の指針・基準類には、留意すべき地形・地質や調査計画の重要性について記載されて

いる（表-1）。 

表-1 指針・基準等における地質・地盤リスクマネジメントに関する記載例 

構造物 リスク要因の抽出 調査計画の策定 リスク情報の共有・伝達 

道路土工 ・道路計画時のコントロールポ

イントへの配慮※1 

・設計・施工上問題となりやす

い岩質 ※1 

・各段階で適切な調査計画

の立案※1 

・調査・設計・施工・維持管

理段階における情報の共有

化が必要※2 

トンネル ・路線選定上問題となるコント

ロールポイントを検討※3 

・不良地山：膨張性、湧水、未

固結、地熱・温泉・ガス、山

はね、偏土圧、地すべり※3 

・各段階に応じて順次、系統

的に調査を実施※3 

・情報伝達不足による事前調

査と施工実績との地山評価の

違い※4 

橋梁 ・地盤変動の影響を避けられる

架橋位置とする※5 

・軟弱地盤、液状化、斜面崩壊

等、断層について検討 ※5 

・できるだけ早い段階から

調査項目や実施時期を検

討※5 

・設計の進捗に合わせて計

画的に実施 ※5 

・以降の調査、設計に適切に

引き継ぐことが重要※6 

ダム ・ダム計画にとって大きな課題

となる事項はできるだけ予

備調査段階で検討※7 

・綿密な調査計画を策定し

地形・地質情報を取得※8 

・事業区域や各サイトの地質

情報の水平展開※8 

・段階ごとの判断や課題の明

確化※8 

記載図書  ※1 道路土工要綱（日本道路協会） 

※2 道路土工 切土工・斜面安定工指針（日本道路協会） 

※3 道路トンネル技術基準（構造編）・同解説（日本道路協会） 

※4 より良い山岳トンネルの事前調査・事前設計に向けて（土木学会） 

※5 道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編（日本道路協会） 

※6 杭基礎設計便覧（日本道路協会） 

※7 多目的ダムの建設（ダム技術センター） 

※8 総説 岩盤の地質調査と評価 （ダム工学会） 

 

 

 

 

資料－５．２ 
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一方、資料―５．１のように地形、地質構造・地質特性に関するリスクの見逃しや見誤りが 3 割

を占め、調査の未実施や不適も多く見られることから、地質・地盤リスクマネジメントにおける課

題として以下のようなものが考えられる。 

 

①多種多様な地質・地盤リスク要因の存在 

地質・地盤リスク要因は多種多様であり、地域特有の地質・地盤リスク要因も存在する。地質・

地盤リスク要因の抽出は、地質・地盤技術者の知識や経験（ノウハウ）に依るところが大きい 。 

地表地質踏査は面的な地質情報を得るために有効な調査であり、その重要性も示されている

が、一般的な地質調査業務（ボーリング調査）では、地表地質踏査が含まれない場合が少なくな

い 。 

 

②調査計画立案の妥当性の問題 

指針・基準類には調査計画の重要性や調査項目については記載されているものの、調査計画の

立案方法については詳細に記載されていない 。調査計画の立案には、対象地毎の地質・地盤リス

ク要因と設計上の要求性能を把握することが前提となるが、上記①と同様に地質・地盤技術者の

知識や経験（ノウハウ）に依るところが大きい。 

 また、調査計画立案は解析等調査に含まれるが、事業の流れの中にどう組み込むかが明確でな

い。 

 

③リスクの情報共有の仕組み 

指針・基準類には、地質調査記録の保存、活用に関する記載は多く、切土工・斜面安定工指針

のように、地盤の不均質性や不確実性に関する情報の共有化についても示されているが、具体的

にどうやって関係者間で情報を共有するかが示されていない。 

 

④リスク対応の手法 

資料―５．１のリスク発現事例の項でも触れているように、上記①～④のように地質情報の質

や量や情報の共有化などリスクの特定や評価の面だけではなく、悲観的な設計の採用等のリスク

対応も実際には経験的に行われている可能性がある。しかし、このような手法は既存の指針・基

準類には具体的なものは示されていない。 
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〇地質・地盤リスクマネジメントに関する手法の整理 

 

各事業におけるリスクマネジメントに関わる事業の流れや手法の現状（試行中のものも含む）に

ついて整理した。 

 

（1）道路事業・ダム事業における事業の流れとリスクマネジメントの比較 

・道路事業では、事業の流れおよび設計・調査の内容や手順、留意点は、各地整のマニュアルや

指針・基準類で詳細に示されている（図-1）。 

・ダム事業では、事業の流れ等は関連する図書（例えば多目的ダムの建設）等で詳細に記載され

ている（図-2）。また、チェック体制の具体例としては、指針・基準類や図書には明記はされ

ていないものの、事業の節目となる段階において、本省とインハウス専門技術者による技術チ

ェックを経る重層的な技術マネジメントシステムが構築されている （図-3）。 

 

（2）道路事業におけるリスクマネジメント的手法 

・中国地整の「土木工事設計マニュアル」では、道路計画におけるチェックリストが示されてお

り、計画時のチェック項目と設計段階ごとの見直しの必要性等が整理されている （表-2）。 

・近畿地整の「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）」（図-4）や道路局の「構想

段階における道路計画策定プロセスガイドライン」（図-5）等により リスクマネジメント的取

り組みがなされつつある 。 

 

（3）リスクマネジメント的手法の導入事例 

・各地整において 地質リスク調査検討業務 が試行されている（H30 年度は 10 件，表-3）。 

・H29 年度からは、地質技術者を含めた合同現地踏査、三者会議の実施 が試行されている。 

 

（4）その他リスクマネジメント的手法 

・CM 方式は平成 14 年のガイドライン導入後、多くの施工実績を残しているが、その中で 地

質・地盤リスクを早期に把握し、適切に対応した事例も存在する 。 

・地質リスク学会は、事業における地質・地盤に関する課題に対して発注者への助言・支援を行

う 「地質技術顧問制度」の導入を提案している （図-10）。 

 

（5）海外におけるリスクマネジメント手法の例 

・定性的なリスクアセスメント手法として、多くの国で リスクマトリックス （図-11）が用い

られている。 

・スイスの山岳トンネルの事例では、地質の不確実性の幅を示すために、悲観的・楽観的地質解

釈図（図-12）を作成し設計に反映させた。 

・アメリカでは道路およびダムにおいて マニュアルを用いたリスクマネジメント が行われてい

る。また、GBR（ジオテクニカル・ベースライン・レポート）により、発注者の免責範囲を定

めている（図-13）。 

・イギリスでは ジオアドバイザーが発注者側または第三者として、事業の初期段階から地質・地

盤リスクマネジメントに携わる仕組みが確立されている。 
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（6）リスクマネジメント的手法における課題 

・地質リスク調査検討業務や、三者会議への地質技術者の参加については 試行段階であり、具体

的な効果については検証中である（三者会議についてのアンケートでは、19 件のアンケート

で、業務 92％、工事 78％で効果ありとの回答）。 

・これらの取り組みは、事業の中で繰り返し行われることが望ましく、次の段階においてどう取

り扱うかが重要であるが、その方針が具体的に示されていない 。 

・CMR や地質技術顧問のような制度は、民間の専門技術者が発注者側への指導・支援を行うた

め、リスクマネジメント手法としては非常に有効であるが、受発注者間の責任分担等を事前に

明確にしておく 必要がある。 

・海外のリスクアセスメント・マネジメント手法を我が国へ適用する場合は、法令またはそれに

準ずる規定の整備 、運用されている国と我が国との 社会的・文化的な背景の比較等も含めて

検討する 必要がある。 
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（1）道路事業・ダム事業における事業の流れとリスクマネジメントの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 道路事業の流れにおける設計段階と対応する調査内容  



34 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 ダム事業の流れにおける段階と対応する調査内容 
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図-3 ダム事業におけるチェック体制 

 

 

  

 地質には不確実性があるため、治水ダムでは、上のフローのように、地質総合解析

や専門技術者の技術指導により技術的な課題・リスクを総覧し、対応を検討するとと

もに、事業の節目となる段階では、国土交通本省とインハウス専門技術者（地質・地

盤や構造設計技術者）による技術チェックを経て必要な予算付けを行う重層的な技術

マネジメントシステムとなっている。 
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（2）道路事業におけるリスクマネジメント的手法の整理 

表-2 道路計画におけるチェックリスト 1/3 

（「土木工事設計マニュアル 第 3 編 道路編」中国地方整備局，2018） 
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表-2 道路計画におけるチェックリスト 2/3 

（「土木工事設計マニュアル 第 3 編 道路編」中国地方整備局，2018） 
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表-2 道路計画におけるチェックリスト 3/3 

（「土木工事設計マニュアル 第 3 編 道路編」中国地方整備局，2018） 
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図-4 道路事業の流れと各段階におけるリスクマネジメント的手法 1/3 

（「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）」近畿地方整備局，2018 に追記） 

「構想段階にお

ける道路計画策

定プロセスガイ

ドライン」に基づ

く概略計画検討 

※詳細な事例は後述 
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図-4 道路事業の流れと各段階におけるリスクマネジメント的手法 2/3 

（「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）」近畿地方整備局，2018 に追記） 
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図-4 道路事業の流れと各段階におけるリスクマネジメント的手法 3/3 

（「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）」近畿地方整備局，2018 に追記） 
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■構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 計画策定プロセスの基本的枠組 

（「構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン」国土交通省道路局，2013）  

・計画策定プロセスの適切性の向上に資することを目的として以下について記載されている。 

①計画検討手順と手順の各段階に実施すべき事項 

②計画検討手順を進めるに当たって実施されるコミュニケ―ションプロセス 

③技術・専門的検討に関する基本的な考え方や留意事項 

・技術・専門的検討の中で「地形・地質的条件は考慮されているか」等の留意点を示している。 

・また、「計画策定者自らが検討を行うために極めて高度な技術・知見を必要とする場合には、外部

の有識者等からなる技術検討会を設置し体制を整える必要がある」とあり、技術・専門的検討を

補助する仕組みについて言及している。 

 



43 
 

（3）リスクマネジメント的手法の導入事例 

■地質リスク調査検討業務の試行 

 

①業務発注状況 

地質リスク関連業務の発注状況を整理し、一覧表として整理した。平成 26 年度以降、計 21 件の業

務が発注されている（平成 31 年 3 月時点）。道路事業（予備設計段階）で実施されるケースが多い。 

 

表-3 国土交通省の地質リスク調査検討業務の発注状況（H26 年～H30 年 3 月時点） 

  

No. 発注機関 発注時期 担当部・事務所 業務名称
事業
対象

事業
段階

業務の概要

1 北海道開発局 H28年度 苫小牧道路事務所
日高自動車道新冠町外大狩部
トンネル地質リスク調査検討
業務

道路 施工

日高自動車道厚賀静内道路の大狩部トンネ
ルにて想定される地質リスク要因等の抽
出・特定、リスクの分析・評価およびリス
ク対応方針の検討を行い、経済的で合理的
な調査計画を策定する。

2 北海道開発局 H28年度 小樽開発建設部
一般国道５号　共和町外　地
質調査計画策定業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（11.5ｋｍ）

3 北海道開発局 H29年度 小樽開発建設部
一般国道５号　倶知安町外
地質調査計画策定業務

道路 詳細設計
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（11.5ｋｍ）

4 北陸地方整備局 H26年度 新潟国道事務所
平成２６年度 朝日温海道路地
質調査その6 業務

道路 予備 地質リスク検討と地質調査計画策定を実施

5 北陸地方整備局 H28年度 千曲川河川事務所
高瀬川左岸トンネル地質調査
業務

ダム －
高瀬ダム堆砂対策として検討するトンネル
設計のために必要な地質情報を把握する

6 近畿地方整備局 H28年度 紀南河川国道事務所
すさみ串本道路西地区他地質
リスク検討業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（13.4ｋｍ）

7 近畿地方整備局 H28年度 紀南河川国道事務所
すさみ串本道路他東地区地質
リスク検討業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（15ｋｍ）

8 近畿地方整備局 H28年度 紀南河川国道事務所
紀南東部新宮地域他地質リス
ク検討業務

道路 予備
紀南東部・新宮地域における地質リスク項
目の抽出及び検討

9 近畿地方整備局 H28年度 紀南河川国道事務所
紀南東部串本地域他地質リス
ク検討業務

道路 予備
紀南東部串本地域他における地質リスク項
目の抽出およびそれぞれに対する対応基本
方針と優先度の検討

10 九州地方整備局 H27年度 大隅河川国道事務所
平成２７年度牛根境地区地質
総合解析業務

道路 予備 防災改良ルートの検討（3.8ｋｍ）

11 九州地方整備局 H29年度 大隅河川国道事務所
平成２９年度牛根地区地質総
合解析業務

道路 維持管理
道路防災検討に先立ち、斜面の地質リスク
を抽出し既存調査資料を網羅した総合的な
判断、見解を含む解析を行う.

12 北海道開発局 H30年度 倶知安開発事務所
一般国道５号　倶知安町　地
質調査計画策定業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（4.3ｋｍ）

13 関東地方整備局 H30年度 長野国道事務所
諏訪バイパス地形地質調査解
析業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討

14 北陸地方整備局 H30年度 新潟国道事務所
Ｈ３０朝日温海道路地質調査
検討業務

道路 －
既往の地質調査等の結果を精査し、今後の
地質調査等の計画を策定する。

15 近畿地方整備局 H30年度 近畿技術事務所
地質リスクマネジメントに関
する基礎資料作成業務

道路 －
地質リスクをふまえた事業マネジメントを
目的とするマニュアルの作成に向けた基礎
資料の取りまとめを行う。

16 近畿地方整備局 H30年度 浪速国道事務所
淀川左岸線延伸部地質リスク
検討業務

道路 予備 近畿地整のマニュアル（案）を参考に、地
質リスクの抽出及び分析・評価を行う。

17 中国地方整備局 H30年度 浜田河川国道事務所
浜田河川国道事務所管内地質
リスク調査検討業務

道路
施工

調査・設計
山陰道（施工中・未着工・維持管理各段
階）の地質リスクマネジメント

18 中国地方整備局 H30年度 倉吉河川国道事務所
北条道路大栄地区地質調査総
合解析業務

道路 予備 砂丘砂地盤上の高規格道路

19 中国地方整備局 H30年度 倉吉河川国道事務所
北条道路北条地区地質調査総
合解析業務

道路 予備 砂丘砂地盤上の高規格道路

20 四国地方整備局 H30年度 中村河川国道事務所
佐賀大方道路地表地質概査外
業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（20ｋｍ）

21 九州地方整備局 H30年度 鹿児島国道事務所
平成３０年度阿久根川内道路
地質・法面検討基礎資料作成
業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討、調査計画立案

22 九州地方整備局 H30年度 佐賀河川国道事務所
大川佐賀道路地質地盤リスク
検討調査業務

道路 予備
新規高規格道路の調査・設計段階における
地質リスク検討（軟弱地盤）
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②地質リスク検討業務の実施事例 

a）業務名・業務概要 

【業務名】平成 29 年度 一般国道 5 号俱知安町外地質調査計画策定業務（北海道開発局小樽建設開発

部） 

【路線名】一般国道 5 号線（俱知安余市道路 俱知安

～共和間 11.5km） 

【概 要】：道路予備設計(B)段階（H28 年度）および

詳細設計段階（H29 年度）において、地質リスク検討

業務を実施（図-6）。 

【実施事項】現地踏査、地形地質解析、地質リスク要

因の抽出、地質リスクの分析・評価、後続調査計画の

立案 

b）地質リスク要因の抽出方法 

詳細設計段階では、既往ボーリングコアの再確認、

路線全体の地表踏査を実施し（図-7）、リスク要因を

抽出した（表-4）。 

c）地質リスクの分析・評価方法 

発生確率と影響度の組み合わせにより、リス

クランクを設定した（図-8）。 

想定される発現事象毎にリスクランク判定表を

作成して評価した（表-5）。  

図-6 地質リスク検討業務の実施状況 

表-4 地質リスク要因と発現事象 

図-7 路線周辺地質平面図（路線北側） 

発
生
確
率 

本事例では、各事象における技術指針等を参考に、各発現事象の発生「可能
性」を定性的に整理する。 

図-8 リスクランクの考え方（発生確率×影響度） 
） 
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d）リスク管理表の作成 

計画路線全体（上下線毎）を対象に、道路構造物それぞれにリスクランクを評価し、リスク管理表と

して整理（表-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e）事業関係者間のリスクの共有 

業務期間中、発注者、地質リスク検

討担当者、地質調査担当者、道路設計

担当者の 4 者による合同会議を複数

回開催し、対象区間の地質リスクに関

する情報共有を実施している（図-

9）。 

  

表-5 リスクランク判定表の例 

表-6 リスク管理表の記載例 

図-9 4 者合同会議（写真左）、合同コア観察（写真右） 
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■事業者，設計者，施工者の三者協議への地質技術者の参加の試行 
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発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 

業務・マネジメント部会（平成 30 年度第 2 回） 平成 31 年 3 月 6 日  



49 
 

（4）その他リスクマネジメント的手法 

 

 

 図-10 地質技術顧問制度について 

（地質リスク学会ホームページ http://www.georisk.jp/?page_id=559） 
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（5）海外におけるリスクマネジメント手法の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 リスクマトリックスの例（カリフォルニア州運輸局，2012） 

 

 

  

図-12 悲観的・楽観的地質解釈図の例（全地連，2007） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 一軸圧縮強度のベースラインの例（地質リスク学会，2014） 
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表-7 各国におけるリスクアセスメント手法とリスクマネジメント体系の整理 

項目 イギリス アメリカ 
ニュージー 

ランド 
スイス オランダ カナダ ネパール 

シンガ 

ポール 

ア
セ
ス
メ
ン
ト
手
法 

定
性
的
手
法 

リスク 

マトリックス 
〇 〇 〇 〇 〇    

FMEA・PFM 

(故障モード 

影響解析) 

 〇       

ETA 

(事象の木解析) 
 〇       

悲観的・楽観的 

地質解釈図 
   〇     

定
量
的
手
法 

MCMC(マルコフ連

鎖モンテカルロシ

ミュレーション) 

   〇     

不確定分析 

（＠RISK） 
 〇     〇  

B/T      〇   

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
系 

（
主
に
契
約
制
度
） 

リスク管理表   〇      

GBR 〇 〇   〇   〇 

ジオアドバイザー 

(地質技術顧問) 
〇        

地盤認証 〇        

保険制度 〇       〇 

地質リスクを含め

た設計仕様書 
       〇 
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